キョウト ギテイショ モクヒョウ タッセイ ヘノ イチシサク by 金井 謙二 et al.
京都議定書目標達成への一施策 







金 井 謙 二 
 
  

































経営情報研究 第 15 巻第 1号(2007)，19－28 ページ 




書２）が 2005 年 2 月 16 日に発効することになった３）。地球温暖化は経済活動の規模の拡大に伴
う化石燃料の消費が増大し、その結果、大気中の二酸化炭素（CO2）濃度上昇に伴う温室効果に
起因していると考えられるいろいろな科学的データが提示されてきている。1997 年 12 月国連
の気候変動枠組み条約に関する会議 COP3 で京都議定書が制定され、紆余曲折を経てやっと発効
することになった。 
 日本は CO2排出量を 2008 ～2012 年の平均値として、1990 年比で 6 ％の削減義務が生じる。
ところが、現状では、すでに 8 ％の増加であり、今後 14 ％の削減が必要となる４）。この目標達
成には技術から政策にわたる多分野からの創意工夫が求められる。 
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 表１の電力消費量と CO2排出濃度の計算方法例は、次の関係式から導出される。 
（１）家電機器等の設備規模は kW で表示され、その使用時間 hを乗算した値が電力消費量 kWh
となる。例えば、1 kWh = 860 kcal 
（２）一方、石油 1 リッターを燃焼した場合の発生熱量、発電効率を 40 ％とした場合、 
 1 kg = 10,000 kcal、石油の密度 = 0.9 より、 
（３）石油 1 リッターは約 4 kWh の電力エネルギーと等価という関係が得られ、家庭でのエネ
ルギー消費と温暖化も対応できることになる。 
（４）石油は殆どが炭化水素（CH2）で構成され、重量比で 86 ％が炭素 Cであり、燃焼して CO2
が排出され、質量比（44/12）から石油の重量比約 3.7 倍の CO2が排出される
９）。 
 
表 1 ＜主な家電製品の消費電力概算と CO2排出量＞ 
 
種類    定格電力  使用時間  使用期間  年間消費電力    CO2排出量 
 
エアコン  0.8kW   8h/日    4ヶ月   780 kWh/年     328 kg-CO2 
照明    0.4kW   5h/日    365日   780 kWh/年     328 kg-CO2 
ＴＶ    0.5kW    4h/日    365日   750 kWh/年     315 kg-CO2 
冷蔵庫   28kWh/月        12ヶ月   350 kWh/年     147 kg-CO2 
電子レンジ 0.8kW   1h/日    365日   300 kWh/年     126 kg-CO2 
洗濯機   0.5+1.3kW               “         ” 
アイロン  1.4kW                 “         ” 
掃除機   1kW                  “         ” 
炊飯器   1kW                  “         ” 
電化調理  1.3kW                 “         ” 
暖房機   1kW    6h/日    3ヶ月   540 kWh/年     227 kg-CO2 
給湯機   200L*30。C        365日  3,000 kWh/年    1,260 kg-CO2 
 
全体   約１万kWh/年・4,000万世帯   4,000億kWh/年  
 
 CO2排出量は実情に合わせ、実際の燃焼時、石油よりクリーンな LNG を使った火力発電で電力
を得る場合として計算した。電力消費の大きな、主な家電製品であるエアコン、照明、テレビ、




体の家電製品消費電力の目安としては、風呂も電気を使用という仮定では約 4,000 億 kWh/年近
くになる。先進工業国で電力消費量が増加している所以である。 
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   η= 平均年間総消費電力 / 年間発電積分量                 （１） 
のように表せる。コスト的にも、普及課題としても 







 ・風力発電 ――――――――――――― 年間気候変動大：連係課題 
 ・太陽光発電 
  ・連係システム       ―――― 電力会社への負担増問題化 
  ・非連係システム      ―――― 通常買電+電力会社と非連係 
   ・複数家庭と連係     ―――― 新たな可能性 
   ・新蓄電システムとの連係 ―――― 新たな可能性 
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 太陽は膨大なエネルギーを放射している。地表から 80 km の地球大気の上端で、太陽エネル
ギーの強さは 1 ㎡当たり 1,353 W である。そのうち地表に到達するまでに、約 1/3 が大気圏に
よって反射され散乱してしまい、また、大気圏のオゾン層、炭酸ガス、水蒸気、微粒子などに
よって吸収されてしまうので、実際地表に到達するのは、約 70 ％程度である。 
 場所、時間により異なるので地上における太陽エネルギーの強度は一定ではないが、晴天時
でおよそ 1㎡あたり、1 kW と見てよい。地球の半径は 6,370 km であるから、その断面積は約 1













型の場合、多結晶シリコンで；72 CO2 排出原単位（g- CO2/kWh）、アモルファスシリコンで；
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光が照射されている 4,000 万世帯全ての屋根、壁面に平均１kW の設備を設置できれば、また、
各世帯での発電を適当なブロック毎に連携することにより、日本の年間の総電力消費量約
9,000 億 kWh の約 23 ％を効率的に賄え、日本の CO2排出量を約 10 ％削減できることになる。
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